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研究要旨 
本研究の目的は、家族介護の経年的実態把握により介護家族の状況を把握し、これからの家族の介護

力を検討することである。平成30年度は特に、要介護高齢者を支える世帯構造、主介護者の変遷の記

述に特化した。国民生活基礎調査（平成10年から平成28年）の介護票、世帯票、健康票、職業の個票

データを結合し、世帯における主介護者の続柄、要介護高齢者を支える世帯構造、家族介護者の婚姻

状況や仕事の有無を、経時的に記述した。その結果、介護保険導入当初に最も多かった嫁介護者が減

少傾向にある一方で、息子や夫といった男性介護者の増加が明らかとなった。また、過去16年間で三

世代世帯による介護は減少し、「単独世帯」「夫婦のみ世帯」「未婚の子と親の世帯」が増加し、ど

の形態もそれぞれ等しく2割程度を占める等、要介護者を支える家族の有り様が変化し、介護家族が多

様化している現状が明らかになった。 

Ａ．研究目的 

 27％を超える高齢化率に加え、長寿化の進

んだ我が国が、いかに経済的・社会的に継続

性のある介護システムを実現していくかとい

うことは、世界から注目される極めて重要な

今日の課題である。この介護システムを支え

ているのが、介護保険制度と家族である。こ

れまでの日本の介護は、在宅で、妻や嫁等の

女性家族が全責任を担うという特徴にあった。

しかし、女性の就業率は年々増加し、今や介

護の担い手として最も多い 50 歳代でも 7 割近

くが就業している(労働力調査, 2012)。また、

少子化や晩婚化、未婚率の増加といった社会

的背景は介護家族の属性に影響を与え、我が

国の介護を女性ばかりに頼ることを難しくし

ている。 

そこで本研究は、家族介護の経年的実態把

握により介護家族の状況を把握し、これから

の家族の介護力を検討することを目的とした。 

Ｂ．研究方法 

国民生活基礎調査（平成 10 年から平成 28

年）の介護票、世帯票、健康票、職業の個票

データを結合し、世帯における主介護者の続

柄、要介護高齢者を支える世帯構造、家族介

護者の婚姻状況や仕事の有無を、経時的に記

述する。また、男性による介護、老老介護、

多重介護（要介護者が複数）といった、新た

な支援の必要性が検討される脆弱な介護状況

の発生率、それらの介護実態を記述し、これ

からの在宅での介護支援の検討に資する状況

の変遷を検討する。さらに、介護状況の地域

差、家族介護者の精神健康度、健康行動への

影響にこれらの介護状況が、どの様な影響を

与えているかについて多変量解析を用いて検

討する。 

（倫理面への配慮）本研究の実施に際しては、

東京都健康長寿医療センター研究部門倫理委

員会の承認を得て、実施している。 
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Ｃ．研究結果 

平成 30 年度は、要介護高齢者を支える世帯

構造、主介護者の変遷を記述した。 

「家族介護の変遷」については、介護保険

導入当初最も多かった嫁介護者が減少傾向に

ある一方で、息子や夫といった男性介護者の

増加が明らかとなった。また、2001 年には介

護が必要な高齢者の生活は三世代世帯に支え

られ、全体の 34％を占めていたのに対し、三

世代世帯による介護は減少し、「単独世帯」

「夫婦のみ世帯」「未婚の子と親の世帯」が増

加し、どの形態もそれぞれ等しく約 20％程度

を占める等、要介護者を支える家族の有り様

が変化し、介護家族の多様化した現状を示唆

している。 

その他、「要介護高齢者の在宅での介護状況、

介護家族の状況に関する地域差」と「家族介

護者の健康と介護状況との関連」については

現在、データの結合と解析を進めており、令

和元年度に報告する予定である。 

 

Ｄ．考察 

従来の研究からも介護保険サービス利用が、

要介護高齢者のニーズに加えて、家族の支援

ニーズを反映したものになっていることが明

らかとなっており、この点を鑑みれば、多様

化した介護家族の現状は、必要とされるサー

ビスニーズが今後多様化することを示唆する。

介護保険の導入当初は三世代世帯における嫁

や妻といった女性介護者が多かったため、必

要なサービスは、レスパイトケアといった通

所やショートステイ等のサービスが求められ

た。しかしながら、仕事を持つ介護者や男性

介護者が増加する現在は、家事支援、介護技

術支援、在宅での介護支援サービスといった

ニーズが増加することが考えられた。今後は、

介護保険制度の持続的な運営につながる無駄

のないサービス提供のために、必要とされる

支援ニーズや家族状況の評価といった、これ

からの介護保険制度運営の基礎資料となりう

る解析を更に進める予定である。 

 

Ｅ.結論 

本年度は、国民生活基礎調査の個票データ

の結合、経時的変化の解析から、要介護高齢

者を支える世帯や介護家族の状況変化を記述

した。これにより、仕事を持つ介護者や男性

介護者の増加に伴い、家事支援、介護技術支

援、在宅での介護支援サービスといったニー

ズの増加が考察され、今後介護保険制度の持

続的な運営につながる無駄のないサービス提

供のためにも、必要とされる支援ニーズや家

族状況の評価の重要性が示唆された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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Ｈ．知的財産権の出願・取得状況（予定を含

む） 

 該当なし 
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